
　東北電力グループでは、当社グループの中長期的な価値創造について、財務・非財務の
両面からご理解いただくことを目的として、2018年度より、「東北電力グループ 統合報告
書」を発行しています。
　2023年度は、東北電力グループのサステナビリティ重要課題（マテリアリティ）や、東北
電力グループ中長期ビジョン「よりそうnext」の実現に向けた具体的な施策をご紹介する
など、株主・投資家の皆さまにお伝えしたい内容を厳選し、制作しました。
　なお、制作にあたってはIFRS財団の「国際統合報告フレームワーク」および経済産業省の
「価値協創ガイダンス」などを参照しています。本報告書の記載内容については、取締役会
に報告し、正当であることを確認した上で発行しています。
　今後も引き続き、東北電力グループについて理解を深めていただけるよう、内容の一層
の充実に努めてまいります。

東北電力グループ 統合報告書2023編集方針

　東北電力グループにおいて重要度が高い課題・取り組みについては、「東北電力グ
ループ統合報告書」でご報告しています。詳細な財務情報および非財務情報については、
下記をはじめとするその他の情報開示ツールをご参照ください。なお、「東北電力グルー
プサステナビリティレポート」では、東北電力グループのサステナビリティの考え方や目標、
取り組みなど、より多くのサステナビリティに関する情報をご紹介しています。

東北電力の情報開示媒体

将来の見通しなどに関する記述について

　本報告書に記載されている情報のうち、業績見通し等の将来予想に関する情報は、開
示時点で把握可能な情報や一定の前提に基づき当社が判断した見通しであり、既知・未
知のリスクや不確実な要素などの要因が含まれており、その要因によって実際の成果や
業績、実績等は、見通しとは大きく異なるものとなる可能性もあります。

参考にしたガイドラインなど

 価値協創ガイダンス/経済産業省
 国際統合報告フレームワーク/IFRS財団
 SASBスタンダード/IFRS財団
 サステナビリティ・レポーティング・スタンダード/GRI
 気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）最終報告書

お問い合わせ先

東北電力株式会社 グループ戦略部門
〒980-8550 仙台市青葉区本町一丁目7番1号
TEL.022-225-2111（代）
E-mail:s.sustainability.vr@tohoku-epco.co.jp

報告対象範囲
東北電力グループ77社

報告対象期間
原則として2022年度（2022年4月1日～2023年3月31日）の取り組みを報
告していますが、活動内容は一部過年度と2023年度を含みます。

発行時期
2023年9月
（前回2022年9月）

次回発行予定
2024年9月

「東北電力グループ 統合報告書」

有価証券報告書
ほっとらいん（事業概況）
定時株主総会招集通知
決算説明会資料

www.tohoku-epco.co.jp/

財務情報

決算短信

ファクトブック

非財務情報

コーポレートガバナンス 
報告書

環境コミュニケーション 
ブックレット

サステナビリティ 
レポート
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東北電力は1951年に誕生しました。 
初代社長の内

うちがさき・うんごろう
ヶ崎贇五郎は、敗戦からの復興期にあたり、 

「日本の再建は東北から、東北の開発は電力から」をモットーに 
経営を進める考えを明らかにし、 
当社グループでは、以来、このモットーを 
「東北の繁栄なくして当社の発展なし」という表現に転じ、 
およそ70年にわたりこれを基本的な考え方として事業を営んできました。

この考え方に示される地域社会への強い思いは、 
当社経営の基本的価値観であり、 
これが東北電力グループの経営理念である「地域社会との共栄」にも 
端的に示されています。 
東北・新潟に腰を据え、根を張り、貢献するという思いは、 
事業環境が激変する中でもグループ社員一人ひとりが業務を遂行する上での 
揺るぎないよりどころです。

しかし、「地域社会との共栄」のあり方は、時代に応じて変えていかねばなりません。 
これまでの当社グループにとっての「地域社会との共栄」の姿は、 
東北・新潟に所在するお客さまに低廉で安定した電力をお届けし対価を得ることでしたが、 
これからは、東北・新潟への強い貢献意欲を胸に、 
事業展開エリアや経営資源を東北・新潟のみにとらわれることなく求め、 
エネルギーサービスをベースに社会課題解決に資する先進的な取り組みを進めることで、 
創出した価値による東北・新潟への貢献や、人材・技術・投資の誘引を図ることこそが、 
その真の姿だと考えています。 
この経営理念を体現する上では、地域社会を形成するお客さまのニーズや課題に対して 
機を見るに敏になり、新たな共栄の姿を従業員一人ひとりが創出していかねばなりません。 
従業員一人ひとりが日々の行動や日々の業務を通じて 
経営理念を体現することをお客さまや地域社会にお約束したのが 
東北電力グループスローガン「より、そう、ちから。」です。 
このスローガンの下で、「お客さまにより沿う」・「地域に寄り添う」観点から、 
東北電力グループだからこその価値が加わった、 
快適・安全・安心なスマート社会を共創してまいります。

東北電力グループ経営理念

東北電力グループスローガン

「地域社会との共栄」

東北電力グループだからお役に立てる、より沿う力。
それは、お客さまひとりひとりを見つめ

ライフスタイルに合った快適な暮らしを提案していくこと。
そして、これからも地域に、寄り添う力。
それは、創立以来の変わらない想いを胸に　
地域とともに発展しつづけること。

心からの感謝の気持ちと大きなこころざしを持って　
ひとりひとりへ、そして地域へ。

私たちは、皆さまのお力となれるよう、取り組んでまいります。

私たちは、お客さまや地域によりそい、挑戦と変革をしつづけることで、
東北電力グループだからこその価値を創造し、
豊かな社会と自らの成長を実現します。
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東北・新潟地域とは

　東北電力グループが事業基盤を置く東北・新潟地域は、
国土の約2割を占めるエリアであり、東日本大震災をはじ
めとする地震や、冬の暴風雪など、厳しい自然条件にさら
されています。
　この自然条件は、水力、風力、地熱といった再生可能エ
ネルギーに加え、四季折々の景観をつくり、地域色あふれ
る食や祭りをはじめとした多様な文化を生むなど、貴重な
地域資源でもあります。
　東北・新潟地域は、巨大な市場（経済圏）である首都圏
に近接し、新幹線や高速道路などの高速交通網で結ばれ
ています。その一方で、国内の他の地域と比較して人口減少
や少子高齢化が加速しており、今後は、交通・教育・福祉
などさまざまな分野で社会課題が顕在化していくことも
想定されています。

東北電力のバリューチェーン

　東北電力グループは、東北・新潟地域を中心に電力を供給することを主たる事業とし、
お客さまの豊かさの最大化を目指すエネルギーサービス企業グループとして事業活動を
展開しています。バリューチェーン全体で経営資源の最適配分を図りながら、グループの
総合力を発揮し、東北電力グループ中長期ビジョン「よりそうnext」の早期具現化とこれ
を通じた東北電力グループ全体の企業価値向上に取り組んでいきます。

技術力

東北電力を表す数字

世界一達成
当社は日本初の大容量コンバ
インドサイクル発電設備を採用し
て以降、多くの技術と知見を蓄積
し、最新鋭火力発電所である上
越火力発電所1号機は、発電効
率63.62%（2023年1月24日
時点世界一）を達成しました。こ
れにより、高い経済性と環境負
荷低減を実現していきます。

地域との人的ネットワーク

103カ所
当社は、東北・新潟地域におい
て、長年にわたり顧客基盤や人的
ネットワークを形成してきました。
これらを最大限に活用し、さらに
成長をしていきます。
※ 東北電力および東北電力ネットワーク
の事業所の合計（2023年4月時点）

知名度
東北電力の認知率事業所数コンバインドサイクル発電効率

96.2%

事業基盤を置く東北・新潟にお
いて、当社は確かな知名度を
保っており、大きな強みとなって
います。
※ 東北・新潟地域の方2,451名を対象と
したアンケートで「東北電力を知ってい
る」と回答した割合（2023年6月）

〈出典〉
※1 国土交通省「全国都道府県市区町村別面積調」（2023年4月1日時点）　※2 総務省統計局「人口推計」（2022年10月1日時点）
※3 農林水産省「生産農業所得統計」（2021年）　※4 資源エネルギー庁「電力調査統計」（2022年度）

秋田県
青森県

山形県

新潟県

福島県

宮城県

岩手県

東京都

燃料調達
火力
原子力
再エネ

トレー
ディング

電力
卸売 送配電 電力小売

サービス
電力供給事業 スマート社会実現事業

経済性・弾力性・
安定性に配慮した 
燃料調達

S＋3E※に  
配慮した最適
な電源構成

電気の価値を 
最大化し収益拡大

電力の安定供給 
維持

快適・安全・安心な
スマート社会を 
通じたお客さまの
豊かさ最大化

総面積※1

21.0 %

79,531.35km2

農業産出額※3

19 %

1兆 5,860億円
農業は地域の主要な産業であり、
関係するサービス開発の高いポ
テンシャルを秘めています。当社
はこのような新たな分野への挑
戦も進めています。

人口※2

8.5 %

10,579千人
人口減少や少子高齢化は社会課
題として顕在化しています。これ
らの課題解決に向けた取り組み
は、同時に当社のビジネスチャン
スとして捉えています。

東北・新潟地域は国土の広いエ
リアを占め、その自然条件は再生
可能エネルギーの開発可能性を
含む大切な自然資源です。

再生可能エネルギーの発電実績※4

日本における東北・新潟地域のシェア

人口構成比

 15歳未満  15～64歳  65歳以上

地域の特性を生かし、当社は再
生可能エネルギー導入を進め、
ノウハウを蓄積してきました。今
後も積極的に事業を強化してい
きます。

東北 全国
12 %

59 %

11 %

56 %

2022年度

33 %

風力
44%

3,253,832kWh

地熱
33%

639,871kWh

太陽光
22%

4,860,051千kWh

※ 「安全確保（Safety）」＋「エネルギーの安定供給（Energy security）」「環境保全（Environmental conservation）」「経済効率性（Economic 
ef�ciency）」
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  神武景気
  岩戸景気、所得倍増計画   第一次石油危機

  バブル景気

  ドルショック

  第二次石油危機  いざなぎ景気

1950年代～ 1970年代～ 1990年代～

世の中の
動き

社会課題

　1951年、日本が戦後の混乱から復興する頃、東北電力は創業しました。以来、戦後復興期の電力不足やオイルショック、幾多の自然災害、電力市場自由化など、
それぞれの時代において困難な課題に直面してきましたが、そのたびに企業グループが一丸となり、「良質な電気を安定的にお届けする」という使命を果たしてきました。
　これからも、常に新たな企業価値の創出に取り組みながら、東北6県・新潟県の成長・発展に貢献し、地域とともに歩み続けます。

当社の
提供価値

伸びる電力需要に対応した電源開発により
東北と新潟の戦後復興・発展に貢献

　戦後復興期に電力が不足する中、「日本の再建は東北から、東北の開
発は電力から」というモットーを掲げ、最大の水力電源地帯となる只見川
水系の電源開発を推進しました。その後も伸び続ける電力需要に対応す
るため、八戸火力発電所を皮切りに新鋭火力の新増設を実施し、地域の
経済成長・人々の暮らしを支えてきました。

 戦後復興、高度経済成長による電力需要増大

石油火力への依存から脱却するため
電源の多様化を追求し電力の安定供給を確保

　オイルショックを契機として石油火力への依存から脱却するため、多様
な電源の研究や開発地点の調査等の諸課題に取り組みました。大型揚水
式の第二沼沢発電所や女川原子力発電所1号機の運転開始などにより、
この時期に電源の多様化が大きく進展しました。

 オイルショックによる電力不足

地球環境問題への関心の高まりを踏まえ環境負荷低減を
追求するとともに、電力小売市場の部分自由化に対応

　地球環境保全とエネルギーの有効利用に努め、風力発電、太陽光発電
や地熱発電など再生可能エネルギーの技術開発、および火力発電の熱効
率の向上に取り組みました。
　また、電力小売市場において特別高圧需要家を対象とした「部分自由
化」が実施され、価格競争力の確保のため企業変革に挑みました。部分
自由化後最初となる2000年10月の料金引き下げからスタートし、6年間
で計4回の料金引き下げを実現しました。

 温室効果ガス削減をはじめとした地球環境問題への対応
 グローバル競争下での低廉な電力供給

上田発電所が運転開始

1954

当社初の大型火力 八戸火力発電所1号機が運転開始

1958

当社初の原子力 女川原子力発電所1号機が運転開始

1984

  バブル崩壊   京都議定書が採択、温室効果ガスの排出量削減が義務化
  電力小売市場自由化がスタート

リーマンショック、欧米でサステナビリティ経営が勃興

東新潟火力発電所4-1号系列運転開始
（当時世界最高クラスの熱効率55%以上を達成）

1999
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「サステナブルな社会」「東北発のスマート社会」実現に向けて 
新しい価値の創造に挑戦東日本大震災からの復旧、復興の支援

2020年代～

世の中の
動き

社会課題

当社の
提供価値

　東日本大震災では東北のほぼ全域が停電するという非
常事態となりましたが、当社グループの総力を結集し、発災
後3日で約80%の停電を解消しました。また、女川原子力
発電所は、震災により全号機が自動停止して安全な状態が
維持されており、約3カ月間にわたり地域からの避難者を
発電所内に受け入れ、地域とともに困難を乗り越えました。
　また、地域の復興に向けて、復興支援プロジェクト「ともに
前へ」を立ち上げ、地域づくりの支援や情報発信など、地域
の皆さまとともにさまざまな活動に取り組んできました。

　近年、多種多様な社会課題が顕在化し社会構造が大きく変化してようとしています。また、
再生可能エネルギーの導入拡大やデジタル化に伴う需給構造の変化など、当社グループを取り
巻く事業環境は大きな転換点を迎えています。
　このような変化の激しい時代においても、中長期的な企業価値向上と社会全体の持続的な
発展に貢献していくため、当社グループは「サステナビリティ推進方針」の下、サステナビリティ
への取り組みを推進しています。
　創立以来の思いを新たな時代に適合するかたちで見つめ直し、これまで培った強みを最大限
に活かしつつ、当社グループ自らが変革を推し進め、「サステナビリティ重要課題」解決への取り
組み、そして「東北発のスマート社会の実現」「2050年カーボンニュートラルの達成」を通じて、
今後も当社グループの存在意義を果たし続け、社会とともに持続的成長を実現していきます。

東北電力グループの目指す姿

  東日本大震災からの復旧・復興
   気候変動、少子高齢化など社会課題への対応
   自然災害、地政学リスクを踏まえた安定供給の確保

  東日本大震災  新型コロナウィルス感染症の流行
  SDGsが国連サミットで採択  ロシアによるウクライナ侵攻

  電力小売市場の全面自由化がスタート

東日本大震災による停電の早期復旧東日本大震災による停電の早期復旧

2011

  電力の安定供給を支える人財や使命感
  発電オペレーション技術や世界最高水準の
高効率火力発電技術

  電力の系統運用・制御技術
  東日本大震災を乗り越えた災害復旧の経験
  東北6県・新潟県の再エネ開発ポテンシャル

電力のプロフェッショナル

  東北6県・新潟県を中心に顧客基盤や事業
拠点、電力インフラ等を保有

  東北6県・新潟県の自治体や地域経済団体
等とのつながり

  東北6県・新潟県における地域貢献活動

地域との絆

70年以上にわたり培ってきた「強み」

創立以来大切にしてきた価値観

「東北の繁栄なくして当社の発展なし」

東北電力グループ経営理念

「地域社会との共栄」
東北電力グループスローガン

中長期的な企業価値向上と社会全体の持続的な発展

東北電力グループサステナビリティ方針／
サステナビリティ重要課題（マテリアリティ） P21

東北発の 
スマート社会実現

P17

東北電力グループ
中長期ビジョン 
「よりそうnext」

カーボンニュートラルの
達成

東北電力グループ
“カーボンニュートラル
チャレンジ2050”

P20

Tohoku Electric
Power Group
Carbon Neutral
Challenge 2O5O

中期計画
P29

未来2010年代～

現在
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「稼ぐ力」を高め
リスク耐性の強い経営基盤を 
作っていくとともに 
さらなる企業価値向上に 
取り組んでまいります

東北電力株式会社
取締役社長 社長執行役員

不確実性・変動性の増大に向き合う

　社長就任から3年が経過しました。新型コロナウイル
ス感染症による人々の価値観の変容、カーボンニュート
ラルの潮流加速、ウクライナ危機に伴う供給網の分断や
燃料・電力取引に係る市場価格の変動拡大など、振れ
幅が大きく先を見通すことが困難な環境が継続してい
ます。
　2022年度は、燃料価格の高騰や円安の影響に加え、
卸電力取引市場の価格の上昇により、電力調達コストが

大幅に増加したことなどから、連結経常損失が過去最
大の1,992億円となり、2年連続の赤字決算となりまし
た。この2年間で有利子負債残高は約1兆円増加し、3兆
3,756億円まで膨らみました。自己資本比率は18.5%

（2020年度）から10.5%へと低下し、10%台を維持し
たとはいえ、東日本大震災時よりも悪化しています。
　こうした危機的状況の下で、徹底した効率化はもち
ろんのこと、役員報酬の削減、電気料金の見直し、株主

の皆さまへの配当見送り、従業員の賞与の削減など、あ
らゆる手立てを講じました。ステークホルダーの皆さま
のご理解とご協力に、改めて感謝申し上げます。
　今後は、毀損した財務体質を早急に改善してリスク
耐性を強化することに加え、将来の成長に向けた投資、
ステークホルダーの皆さまへの還元ができるよう、安定
的な利益創出を追求してまいります。
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電気料金の見直しと原子力再稼働の意義 「稼ぐ力」を高め、持続的な成長へ

　2023年度の業績は、一連の電気料金見直しを織り
込み、また、燃料価格や電力取引価格の下落も相まって、
経常利益は2,000億円を見込んでおります。とはいえ、
2021年度と2022年度の2年間で毀損した自己資本を
回復させる利益レベルには至っておりません。加えて、繰
り返しになりますが、地政学リスクや市場リスクにより振
れ幅が大きい経営環境です。財務体質を回復させ、リス
ク耐性が強い経営基盤をつくっていくとともに、成長分
野と位置付ける再生可能エネルギー事業とスマート社会
実現事業を中核として、企業価値向上に向けた布石を打
つ必要があります。
　再生可能エネルギー事業では、引き続き、200万kW開
発目標の達成に向けて取り組んでまいります。また、再生
可能エネルギーの適地が多い東北地方では、他の事業者
による開発も進んでおります。風力発電のメンテナンス技
術者のトレーニングセンターなど、運用や保守も含めたラ
イフサイクル全般にわたる事業を通じて、再生可能エネル
ギーの導入拡大と収益化を図っていきます。
　スマート社会実現事業では、顧客基盤を活かせる「電
気＋サービス」、エネルギーノウハウを活かせる「次世代エ
ネルギー」と、「新領域」の大きく3領域で進めています。
このうち、次世代エネルギー領域では、カーボンニュート
ラルや燃料価格高騰によりお客さまのニーズが高まって
いるコーポレートPPA※事業を強化するため、昨年12月
にコーポレートPPA事業室を設置しました。お客さまの
需要場所に太陽光発電を設置するオンサイトPPAに加え、

　昨年夏以降、全てのお客さまを対象に進めてきた電
気料金の見直しでは、再生可能エネルギーの導入拡大
などによる需給構造の変化や、燃料価格や市場価格の
高騰などの影響を電気料金に反映するとともに、燃料
費調整の基準となる燃料価格をロシアによるウクライナ
侵攻後の水準に見直すなど、燃料価格高騰リスクへの
耐性を強化しました。
　また、地政学リスクや気候変動問題を踏まえると、原
子力発電は重要な電源であると考えています。女川原
子力発電所2号機の稼働により、火力発電用燃料の削
減効果などで年間400億円の収支改善を見込んでい
ます。
　女川原子力発電所は、東日本大震災以降12年以上
にわたって停止していた発電所の再稼働であり、沸騰水
型軽水炉（BWR）としては一番手です。シミュレーター
を活用した訓練はもちろん、国内外の運転中の他社原
子力発電所に社員を派遣し、運転中の実機を使っての
訓練も行っているところです。
　作業安全確保を最優先とした安全対策工事と、再稼
働に向けた検査・点検など、2024年5月ごろの再稼働
に向けた取り組みを着実に進めてまいります。

需要場所とは異なる場所に発電設備を設置するオフサイ
トPPAサービスも展開してまいります。
　企業価値向上の推進力として、事業の基盤となる人財
の力やデジタルトランスフォーメーション（DX）も重視して
います。中長期の事業戦略と連動した人財ポートフォリオ
を策定し、事業戦略遂行に必要な人員数やスキルに基づ
いた採用と育成を進めています。また、従業員一人ひとり
がその能力を最大限発揮できるよう、ダイバーシティトッ
プメッセージや健康経営宣言を発信し、心身の安全と健康
維持・増進に取り組んでいるところです。さらに、日々発
展しているデジタル技術や蓄積されたデータを「稼ぐ力」
とすべく、DX推進方針の下、グループ横断的にビジネスプ
ロセスを変革し、新しい事業価値を創出していきます。
　私は社長就任以来、「守るべきは『信頼』、変えるべき
は『意識』」ということを繰り返し伝えてきました。従来、
販売と無縁だった発電カンパニーやビジネスサポート本
部においても、お客さま設備の異常兆候監視サービスや
DX人財の育成に向けたオンライン教材の開発・販売に取
り組んでいることは、意識の変化の表れです。
　お客さまや地域によりそい、東北電力グループだか
らこそできることでお応えしていく、グループスローガン
「より、そう、ちから。」に基づく行動の結果として、「稼
ぐ」ことがついてくるものと思います。「稼ぐ力」とは、
「より、そう、ちから。」の実践に他なりません。引き続き、
グループを挙げた「稼ぐ力」の強化を図ってまいります。
※  Power Purchase Agreement：発電事業者とお客さまが直接長期契約を結び、新設した
太陽光発電設備等で発電された再生可能エネルギーを長期・固定単価で調達・提供する
方法
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新電力のお客さま情報等の不適切な取り扱い

　そうした中で「守るべき『信頼』」を失うこととなった
のが、東北電力ネットワークが管理する新電力のお客さ
ま情報等を東北電力の従業員や委託先が不適切に取り
扱っていた事案です。公平・公正な競争を前提とした電
気事業制度の根幹を覆す事案であり、非常に重く受け
止め反省しております。
　私が委員長を務める企業倫理・法令遵守委員会の下、
2016年4月の小売全面自由化以降に販売部門に在籍
していた全社員、委託先を対象に調査を行った上で、社
内外の弁護士や外部有識者からの助言等を受けながら
原因分析を行い、順次再発防止対策に取り組んでいる
ところです。
　私たちの事業は、お客さまや地域社会からの信頼が
あってこその事業です。そして、ルールを守ることは信
頼の大前提です。従業員一人ひとりに「気づく、話す、直
す」の取り組みを徹底するとともに、ハード・ソフト面の
再発防止対策を着実に実行することで、二度と同様の
事案を発生させない所存です。

サステナビリティ経営を通じて目指す社会像

　東北電力の前身は、1936年に国策で設立された「東
北振興電力」です。この会社は、昭和初期に起きた世界
恐慌や2度の冷害による大凶作で疲弊していた東北地
方の振興を図ることを掲げていました。そして、この思
いを受け継ぎ、東北電力グループは創立以来70年以上
にわたって「東北の繁栄なくして当社の発展なし」を基
本的な考え方とし、現在のサステナビリティ経営につな
がる社会価値の創出と企業価値向上の両立を追求して
きました。
　サステナビリティを経営の中核に据えて一層推進す
るため、昨年、8つのマテリアリティ（サステナビリティ重
要課題）を特定し、東北電力グループ一体で取り組みを
進めています。この1年間を振り返ると、世界最高水準
の熱効率を誇る上越火力1号機の営業運転開始、カー
ボンニュートラルに向けた火力の脱炭素化に向けた各
種実証、人権方針の策定や人権デューディリジェンスの
実施、DX人財育成などを着実に進めました。一方で、死
亡労働災害の発生、重大なコンプライアンス違反である
新電力のお客さま情報等の不適切な取り扱いの発生等
の課題があり、これらは経営の関与の下で再発防止に
取り組んでまいります。
　東北電力グループは、地域社会でインフラを担う事業
者として、また、エネルギー事業者として、グローバルと
ローカルの両面から、社会の持続可能性に関わるさま
ざまな課題に向き合う必要があると考えています。特に、
気候変動問題による各地の自然災害の激甚化や、東北 上越火力発電所1号機が2022年12月に営業運転を開始

6県と新潟県の全国に先駆けた急速な人口減少・少子
高齢化は、社会の持続可能性の観点からも、私たちの事
業基盤、顧客基盤の観点からも、重要な課題と認識して
います。
　一方で、一人ひとりの生活者に目を向ければ、デジ
タル技術を活用して個人の多様な嗜

し こ う
好に応えられるよ

うになり、市場の細粒化が進んだほか、コロナ禍を経て、
経済的な豊かさの追求よりも、生きがいや健康などウェ
ルビーイング志向が強まったと感じています。今後、ス
マート社会実現事業を進めていく上で、こうした人々の
価値観の変化を取り込んでいく必要があると考えてい
ます。
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　私たちのマテリアリティ（サステナビリティ重要課題）は、
環境分野では地球規模のカーボンニュートラルと東北・
新潟の豊かな自然環境の保全、社会分野では普遍的な
人権や人的資本と、東北・新潟の暮らしや産業の発展や
地域の魅力向上のように、グローバルとローカルの両面
で、未来世代にわたるステークホルダーとともに価値を
共創していくことを目指しています。
　現在の山形県米沢市を中心とした米沢藩の9代藩主
に「為せば成る 為さねば成らぬ何事も 成らぬは人の為
さぬなりけり」の言葉で知られる上杉鷹山がいます。上
杉鷹山は、藩財政が破綻の危機にあった米沢藩で、藩
主自らが率先して倹約し、人々の意識を変革するとと
もに、養蚕や養

よ う り
鯉、米沢織や笹野一刀彫などの産業を

振興し収益力を高め、さらには藩校「興譲館」の開設と
いった人財育成にも努めました。藩財政を立て直すとと
もに、米沢藩の中長期的な社会基盤をつくったのです。
そして、上杉鷹山の時代から下ること100年、かつての
米沢藩内を旅した英国人旅行作家 イザベラ・バードは、
彼の地を「東洋のアルカディア」と称えました。
　私は、将来にわたる東北6県および新潟県、ひいては
社会全体の持続可能な発展と、東北電力グループの中
長期的な企業価値向上を実現すべく、財務基盤の回復、
稼ぐ力の向上にリーダーシップを発揮し、未来を切り拓
いてまいります。ステークホルダーの皆さまのご支援を
よろしくお願いいたします。
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就任にあたり
　2023年4月に最高財務責任者（CFO）に就任した砂
子田でございます。東北電力においては、CFOは初めて
設置された役職になりますが、その背景について、簡単に
お話しさせていただきます。
　当社は、2021年度・2022年度と2年連続の赤字を計
上し、2022年度末時点で連結自己資本比率が過去最低
の10.5%まで低下しました。また、有利子負債残高は過
去最大の3兆3,756億円となるなど、非常に厳しい財務
状況にあります。
　2023年7月に公表した2023年度業績見通しでは、連
結経常利益2,000億円という黒字化の見込みをお示しし
ておりますが、それでも2023年度末の連結自己資本比
率は13%程度、有利子負債残高は3兆3,200億円程度と
なる見込みであり、財務基盤の回復に向けた取り組みは
緒に就いたばかりです。
　こうした環境の中で、財務基盤の早期回復に向けて、
資金調達の選択や投資の優先順位の妥当性評価など
個々の取り組みを、総合的に判断していく必要性がこれ
まで以上に高まっており、CFOとしてその役割を果たし
てまいります。

2022年度を振り返って
　2022年度は、当社にとって非常に厳しい決算となりま
した。
　当社は、2022年3月に発生した福島県沖を震源とす
る地震により石炭火力を中心とした太平洋側の火力発電
所が被災する中、ロシアのウクライナ侵攻による燃料価格
や卸電力取引市場価格の高騰に直面しました。その結果、

被災火力発電所を代替する電力調達コストが大幅に増加
したことなどにより、電力の供給コストが収入を大幅に上
回る「逆ザヤ」の状態が続き、過去最大となる1,992億
円の連結経常損失を計上しました。
　また、連結自己資本比率は東日本大震災直後の水準
を下回る10.5%まで低下し、加えて、連結有利子負債は、
過去最大の約3.4兆円まで増加しました。
　当社は厳しい事業環境に対処すべく、被災した火力発
電所の早期復旧や、デリバティブ取引などを活用した燃
料調達の工夫による燃料費高騰への対応など、さまざま
な経費削減の取り組みを実施してきました。また、これま
での経営効率化を一層深めていくとともに、新技術を活
用した効率化施策の実現に向けた取り組みも進めてまい
りました。
　しかしながら、財務基盤の毀損は大きく、このままでは、
電力の安定供給に支障を来しかねないことから、お客さ
まに大きなご負担をおかけすることになりますが、2022

年11月より自由化部門の電気料金の見直しを行い、ま
た規制部門の電気料金については、国の審査を経て、
2023年6月より値上げを実施させていただきました。

2022年度連結決算の状況

売上高 3兆72億円

経常損益 1,992億円

親会社株主に帰属する当期純損益 1,275億円

連結キャッシュ利益 1,366億円

有利子負債（2023年3月末時点） 3兆3,756億円

東北電力株式会社
取締役副社長
副社長執行役員
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2023年度の見通し
　燃料・電力調達の最適化やコスト低減などの効率化、
さらには電気料金の見直しにより、2023年度は黒字化
を必ず達成すべく全社を挙げて取り組んでおります。
　その結果、2023年度業績見通しは、燃料価格の低下
による燃料費調整制度のタイムラグ影響が利益を大きく
押し上げたことなどもあり、連結経常利益2,000億円程
度となる見通しであり、黒字を確保し過去最高益となる
見込みです。
　しかし、2023年度末における有利子負債残高は3兆
3,200億円程度と東日本大震災後を上回り依然高い水
準となる見通しであり、連結自己資本比率も13.0%程度
と事業リスクへの備えが十分とは言えない厳しい財務状
況が続いております。

財務戦略の基本的な考え方
　事業リスクへの耐性を高めていくためには、一つの目安
として東日本大震災前の水準である連結自己資本比率

20%程度を念頭に、自己資本の上積みを目指していくこ
とが必要と考えています。
　また、昨今は燃料・卸電力取引市場価格が急激に変動
することもあり、電力供給事業の収支変動も大きくなっ
ています。こうした収支の変動はいつ起きるか予測でき
ないため、なるべく早く備えを整えなければならず、自己
資本の規模だけではなく、達成に向けたスピード感もと
ても重要になっています。そのため、当社としてもできる
限り早期に財務基盤を回復できるよう、一層の経営効率
化の取り組みや、お客さまに合わせた最適な電気・サー
ビスメニューの提案などによる収益力向上を図ってまい
ります。
　一方で、将来の不確実性に備えるためには、成長事業
の早期収益化による電気事業“＋α”の収益確保も重要
であり、スマート社会実現事業や再生可能エネルギー事
業などに着実に取り組んでいかなければなりません。
　また、株主や社員などステークホルダーへの還元につ
いても考える必要があります。

有利子負債残高・自己資本・自己資本比率の推移 2022年度からの連結経常利益の変動要因

変動額 3,992億円（ 1,992億円 → 2,000億円）

3,992億円収支改善
タイムラグ除きの経常利益は2,082億円の収支改善

2023年7月公表値

燃料費調整単価
の上限超過解消

電気料金見直し

効率化

燃調タイムラグ
影響

支払利息の増▲59 他

前年度 ▲1,230 → 当年度680

・燃料調達の工夫
・上越火力稼働増 他

当年度発生分 
680

燃調タイムラグ 
680

燃調タイムラグ 
▲1,230

タイムラグ 
除きの 
経常利益 
1,320

タイムラグ除きの 
経常利益 ▲762

前年度発生分の
反動による増 

1,230

1,992

投資規模 効果・リターン（目標）

再生可能 
エネルギー 
電源の開発

1,000億円を 
超える規模

（2030年度）
 連結キャッシュ利益 
200億円程度

再生可能 
エネルギー 

ネットワーク投資
2,000億円 
程度

脱炭素化
持続的な安定供給
送配電網の最適化

スマート社会 
実現事業

1,000億円 
程度

（2030年度）
 売上高 
1,000億円程度
 連結キャッシュ利益 
200億円程度※

※電気販売を除く

　こうしたさまざまな要因・期待がある中でも、「財務基盤
の早期回復」と「将来の成長」の両立を目指してまいります。

結びに代えて
　「財務基盤の早期回復」と「将来の成長」に向けた取り
組みの先には、当社グループの中長期ビジョン「よりそう
next」の実現があります。目の前にある財務面の課題に
適切に対応し、企業価値の最大化に貢献できるよう努め
てまいります。

成長投資

40,000

30,000

20,000

10,000

0

40

30

20

10

0

（億円） （%）

（年度）20172009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 20192018 2021 2022 2023
（見通し）

2020

13.0程度

6,860程度
5,489

6,996
8,2647,9117,6217,3036,9466,2966,0185,3534,836

5,849
8,273

8,925

33,200程度33,756

27,603

24,33224,12623,81124,24424,35524,71325,619
27,63927,145

24,469
20,518

20,488

15.6程度13.2

10.5

14.8

18.518.317.917.316.8
15.214.6

12.6
11.3

13.9

20.5
22.8

 有利子負債残高   自己資本   自己資本比率（右軸）

572

1,200

400  90

その他

※  発行済のハイブリッド社債のうち、発行額の50%（1,400億円）を自己資本とした場合の自己資本比率

1,910 2,000

（単位：億円）

2022年度実績 2023年度見通し
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　今回の不適切な事案の発生ならびに業務改善勧告等の受領を重く受け止め、二度と同様の事案を発生させないよう、引き続き、再発防止策の徹底に努めてまいります。

事案の概要

　2023年1月以降、当社において、東北電力ネットワークが管理する当社以外の小売電気
事業者のお客さま情報を当社従業員などが閲覧していた事案（東北電力ネットワークにお
いて非公開とすべき情報が漏えいしていた事案）などが確認され、当社および東北電力
ネットワークに対し、電力・ガス取引監視等委員会および資源エネルギー庁からの業務改善
勧告等がなされました。

原因分析および再発防止対策

　調査結果を踏まえ、「企業倫理・法令遵守委員会」の指導や、社内外の弁護士および外
部有識者からの助言等を受けながら、ハード・ソフトの両面から詳細な原因分析を行うと
ともに、再発防止策を策定し、早期に着手できるものから、順次実施しております。
　また、再発防止策の実施状況の確認および実効性向上のため、「行為規制遵守委員会」
を設置したほか、客観的にモニタリング・チェックする体制として、新たに内部監査部門に
専任組織を組成するとともに、第三者の視点を入れたチェック体制を構築いたしました。

調査概要および結果

　これを受けて、当社は、社長が委員長を務める「企業倫理・法令遵守委員会」が直接関
与する体制の下、 2016年4月の小売全面自由化以降、当社販売部門に在籍していた全
社員および委託先を対象とし、Webアンケートおよび個別ヒアリング等、徹底した調査を
実施いたしました。  

　調査の結果、お客さまからの契約申込および契約切替（スイッチング）の申し出や問い
合わせに対する契約状況の確認のために行ったものであり、当社の営業活動への利用お
よび個人情報の外部流出はないことを確認しておりますが、一連の事案については、電力
自由化における公平・公正な競争を前提とした事業運営に疑念を与えるとともに、地域や
お客さまとの信頼関係にも影響しかねない事案として、大変重く受け止めております。

事案の概要
当社における新電力のお客さま情報等の不適切な取り扱いへの対応の概要事案1  新電力のお客さま情報の閲覧

  業務端末の誤配置・誤設定等により、東北電力
ネットワークが管理する新電力のお客さまに係
る非公開情報を東北電力従業員などが閲覧。 調査結果

まとめ
 23事業所で閲覧
  214名、36,980件
の閲覧
  閲覧期間：2016年 
4月～2023年1月
内訳
  1名で8法人26,885
件、個人693件の閲覧
  委託先会社：2社、75
名、9,402件の閲覧

ハード面

速やかに着手  IDによる利用認証方法へ変更
再集計  別々のシステムを保有・管理（物理分割）

ソフト面

意識改革  グループ行動指針の改正
  企業倫理・法令遵守の教育の充実

体制面

客観性  役員への事務委嘱により関与を明確化
  モニタリング機能を担う体制を構築
  内部監査機能の強化
  再発防止策の実行体制を構築
  第三者の視点によるチェック体制を構築  営業活動への利用なし、個人情報の外部流出な

しを確認

モニタリング・チェック機能

事案の概要 再発防止策の実行・チェック体制
ハード面

  2社間の業務端末
の誤配置、端末利用
ルールの不足
   2社間の業務端末の
誤設置

発生原因の分析

ソフト面

  コンプライアンス意識
の欠如、知識の不足
   コンプライアンスに
関わるコミュニケー
ション不足

事案2  ネットワーク管理システムの閲覧
  経済産業省が東北電力ネットワークに付与した
IDなどを利用し、東北電力従業員3名が同省の
システムにアクセスし非公開情報を閲覧。
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2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

東北 
電力

東北 
電力 
ネット
ワーク

今後の取り組み

　この度の電力・ガス取
引監視等委員会からの
業務改善勧告に対して、
当社は、託送情報に係る
システムの共同利用の
解消を、現時点での計画
では2029年1月運用開
始（工期5年6カ月）とし、
今後、可能な限り前倒し
を目指すこと、および内
部統制の抜本的強化策
について、統制環境、リ
スク評価、統制措置、モ
ニタリング等の観点から、
それぞれ対策を講じて
いくことを報告いたしま
した。
　東北電力ネットワーク
においても同事案を受
けて、解決すべき要因を
分析し、法令等遵守の実効性担保のため、3線ディフェンスによる内部統制の体制強化を
図っております。今後は、外部専門家の助言により活動計画や各種施策の充実化など、さ
らに実効性を高めてまいります。
　東北電力グループといたしましては、あらためて深くお詫び申し上げるとともに、引き
続き、社員一人ひとりの意識・行動変革、運用面の各種ルールの整備等を行い、二度と同
様の事案を発生させないよう、企業倫理・法令遵守および再発防止策の徹底に努め、ス
テークホルダーの皆さまからの信頼回復に努めてまいります。

開発体制および進捗のチェック体制
  東北電力・東北電力ネットワーク各々で開発を行うが、開発内容の整合
性を取るため、連携した対応を進める。また、経営層を含めた「共同利
用システム解消推進協議会」にて全体の進捗ならびに課題・リスク管理
を行う。
  外部の第三者目線により、プログラムの進め方やシステム分割仕様等
についてチェックする

工期について
　システムの共同利用解消に向けたスケジュールに関して、特に工期を
要すると見込まれる開発上の課題は以下の4点ですが、可能な限り前倒
しを目指してまいります。
  システムの長期利用による肥大化・複雑化
  古い開発言語利用による開発技術者不足
  社内関係システムとの密結合による影響
  大量データの取り扱いによるテストおよび移行時の品質確保

東北電力

東北電力ネットワーク

システムの共同利用解消に向けた計画 再発防止に向けた体制の強化

共同利用解消までの対応スケジュール

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ

立
ち
上
げ
準
備

計
画

計
画

 2023年7月 共同利用解消は移行処理制約を加味し2029年1月を予定 
第三者の視点に 
よるモニタリング・

チェック
考査室

考査室

指示・命令 実施状況報告

行為規制遵守・ 
確認グループ

内部監査において行為規
制の遵守状況を確認。

行為規制 
監視考査役

業務運営、体制
整備、法令遵守
体制等の適正
性・有効性の監
視、関係個所へ
の指導・助言

再発防止策実行チームからの実施状況に係る
報告をもとに、再発防止策の定着度や実効性
を評価。必要に応じて、施策の改善を指示。

行為規制遵守委員会
委員長：行為規制遵守・確認責任者（副社長）

行為規制に係る基本方針・行動計画の策定、
部門の統制・実施状況管理、全社教育の実施等

法令遵守・行為規制
遵守統括者

行為規制遵守委員会
委員長：行為規制遵守責任者（副社長）

要件定義 移行設計～テスト

要件定義 移行設計～テスト

今後前倒しを検討

社長

再発防止策実行チーム
再発防止策実行チーム
は、再発防止策を推進す
るとともに、再発防止策
の実施状況を確認する。

本店 販売カンパニー 
販売3部の副部長および総務部法務室長が
「行為規制遵守・確認担当」を兼務。

各支店 カスタマー 
センター

各営業所

第1線

第3線

第3線

第2線

第2線

自社による 
自律的なチェック
体制構築
・弁護士
・ 企業倫理 
コンサル 
タント

外　部
専門家
弁護士等

活動計画、
各種施策の
充実化等

電事連 
コンプライアンス
推進本部の 
設置

・ 外部の専門
家等

（内部監査） 
モニタリング

指示・報告

（内部監査） 
モニタリング 再発防止策の 

実行・改善指示

実施状況報告 実施状況報告業務診断、
教育、研修等実施状況報告

実施状況報告

再発防止策
実行チーム
全体を統括

企業倫理・法令遵守委員会
委員長：社長

企業倫理・法令遵守委員会
委員長：社長

第1線

※1.本社・支社に配置。部門・支社の行為規制を統制
※2.本社・事業所等に配置。部署等の行為規制遵守の実行、推進

本社

支社

事業所等

行為規制管理責任者※1

行為規制遵守推進者※2

内
部
監
査

社長取締役会

14 Tohoku Electric Power Group

新電力のお客さま情報等の不適切な取り扱いに係る再発防止に向けた取り組み

データセクション

価値創造ストーリー

よりそうnext実現に向けて

カーボンニュートラル達成に向けて

持続的な成長を支える基盤
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